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「広域的な火山防災対策に係る検討会」
（第４回）

【噴火前避難の費用負担（第３回の宿題）】



・住民の避難や救助に要する費用は、一義的には市町村長の負担
（災対法第62条、第91条）

・災害救助法による救助に要する費用は、都道府県が負担
（救助法第33条）

・災害救助法が適用された災害について、条件により、都道府県が負担する費用を国が
一部負担

（災対法第94条／救助法第36条）

費用負担について

・避難所、応急仮設住宅の設置
・食品、飲料水の給与
・被服、寝具等の給与
・医療、助産
・被災者等の救出
・住宅の応急修理

・学用品の給与
・埋葬
・死体の捜索及び処理
・障害物の除去
・運送費及び賃金職員雇上費

救助の種類

費用負担に係る現行の法制度

（救助法第２３条）



●災害救助法適用基準 （同法施行令）

１．災害により市町村の人口に応じた一定以上の住宅の滅失がある場合
（例．人口５，０００人未満 住宅全壊30世帯以上）

２．生命・身体への危害が生じた場合
多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合であって、厚生労働省令で

定める基準に該当するとき（令第1条第1項第4号）

○災害が発生し又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難して継続的に救助を必
要とすること。（基準省令第2条第1号）

○災害にかかった者について、食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に特殊の技術を
必要とすること。（基準省令第2条第2号）

噴火のおそれがある段階で避難を行い、それに対し市町村が実施した“救助”に対しては都道府県が
（及び国）が費用を負担することができる。
結果的に、噴火せずに、避難が“空振り”に終わったとしても救助法は適用できる。

噴火前の避難に対する災害救助法の適用の可否

（注）災害救助法については、現在、法律の所管を厚生労働省から内閣府へ
移管するとともに、条文の見直しを別途検討中
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3出典：厚生労働省H.P.報道発表資料 http://www1.mhlw.go.jp/houdou/1203/h0329‐1_16.html

【事例】2000年有珠山噴火の場合
噴火（3/31）の２日前の避難勧告発令、避難所開設の時点で災害救助法が適応された。


